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華誠の動向
華誠が再び上海市高級人民法院企業破産案件の一級管財人名簿に選出され、主管パートナーの朱

小蘇が初めて自然人管財人名簿に選出される

法律の動向
最高人民法院が民法典契約編通則の解釈について意見募集

知的財産権
国家知識産権局が「特許審査指南改正草案」について再び意見募集

ネットワークセキュリティとデータ保護
両部門が個人情報保護認証の実施を開始

国家インターネット情報弁公室が「インターネットレスポンスコメントサービス管理規定」を改

定



1995 年の創立以来、「誠実と信用、深慮、勤勉、進取」の企業文化の下、華誠は 400 名以上のエキスパ

ートを有し、全面的なサービスを行う法律サービス集団として発展してまいりました。華誠が常に堅持して

きたハイクオリティのサービス理念と広範囲にわたるサービスの提供により、世界的にも知名度のある多く

の企業が各種法律意見を求める際、及び知的財産権に関するサービスを求める際には、先ず華誠をお選び頂

いております。これは華誠が専門チームを構築し、クライアント様へのハイクオリティで多様なサービスの

提供を続けてきたことによるものであり、全国で最も優秀な法律事務所の 1 つとしても選ばれ、中国トップ

クラスの知的財産権サービスチームの栄誉を獲得しました。
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華誠律師事務所は 1995 年に設立され、中国において最も

早くから渉外法律サービスを提供してきた法律事務所の一つ

です。上海に本部を置き、北京、香港、ハルビン、蘭州、煙

台、広州、シカゴ、東京などの地域にて支所又は分室を設立

しております。

20年にわたり、華誠は商事戦略配置、企業運営と管理、

権利商業化及び伝統的な権利行使等の業務分野での抜きん出

た業績で各業界の顧客から好評を博し、認められています。

華誠は顧客の商業利益を重視し、文化娯楽産業、贅沢品業、

ハイテク業、軽工業、重工業及び金融先物業の何れにおいて

も豊富な経験を持ちます。最も早く ISO9001 国際品質体系標

準認証を受けた法律サービス機構として、華誠はサービスプ

ロセスと品質管理を始終厳しく徹底し、一流の渉外事務所の

風格と水準を守っています。

華誠は Chambers and Partners、The Legal 500 等多数

の国際的に認められた法律評価機構から「トップクラスの知

的財産法律事務所」の称号を受けています。それに、華誠は

「全国優秀律師事務所」、「中国において最も信頼できる知

的財産事務所」、「上海市渉外コンサル機構Aクラス資質」、

「上海市契約信用 A+ ランク企業」、「上海裁判所初の一級

破産管理人」等の資質と称号を獲得しました。

華誠の本部は上海に置かれ、北京及び蘭州に支社が設立

されております。華誠の特許代理業務は化学、生物、医薬、

機械、電子、通信、光学、物理、意匠、検索、特許有効性分

析、権利侵害分析、無効宣告請求、訴訟、特許コンサルティ

ング等を含み、クライアント様にサービスを提供する特許代

理部を設立いたしました。各特許代理部の代理人は豊富な代

理経験を持ち、複数の言語で直接案件を処理することができ

ます。

また、華誠は独自に開発した業務管理システムを有し、

通常のファイル管理、時限モニター機能のほか、拒絶理由通

知と回答を分析し、統計する独特の機能を持っており、同

統計データは代理人の業務レベルの評価と仕事改善に利用で

き、かつ依頼人に特許の分析・評価用として提供することが

できます。

華誠律師事務所の紹介

華誠知識産権代理有限公司の紹介
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華誠の動向

華誠が再び上海市高級人民法院企業破産案件の一級管財人名簿に選出され、

主管パートナーの朱小蘇が初めて自然人管財人名簿に選出される

最近、上海市高級人民法院、上海市司法局が共同で「上海市高級人民法院企業破産案件管財人名

簿（2022 年）に関する公告」を発し、2022 年 11月 28日から正式に当該名簿の運用を開始した。華

誠律師事務所は長年の破産分野での高品質のサービス、優れた業績と良好な評判により、上海市高

級人民法院企業破産案件の一級管財人名簿に再び選出された。これは華誠が 2007 年に市高院の最初

の破産管財人名簿に選ばれ、2014 年に一級破産管財人名簿に選ばれて以来再び選出されたとういう

快挙でもある。また、華誠主管パートナーの朱小蘇弁護士は初めて自然人管財人名簿に選出された。

華誠家事・財産管理部が「精品婚姻家事法律サービスブランド指南」及び「精

品組織庫」に選出

先ごろ、「精品婚姻家事法律サービスブランド指南（2022）」の発表会兼「千万家和」婚姻家事

サービス生態圏公益共同建設行動の始動式典において、中国初の「中国婚姻家事法律サービスブラ

ンド発展報告」が正式に発表された。

華誠律師事務所の家事・財産管理部は「精品婚姻家事法律サービスブランド指南（2022 年）」

及び「精品組織庫」に選ばれ、華誠の呉彦弁護士は「精品弁護士庫」に選ばれて「先鋒弁護士」

の称号を獲得した。
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最高人民法院が渉外民商事事件の管轄についての若干の問題に関する規

定を公布

11月 15 日、最高人民法院は「渉外民商事事件の管轄についての若干の問題に関する規定」（以

下、「規定」という）を公布し、2023 年 1 月 1 日から施行される。

「規定」では、基層法院は第一審の渉外民商事事件を管轄し、法律、司法解釈に別途規定があ

る場合は除くと定めている。また、中級法院は争議の訴額が大きい渉外民商事事件、事件の状況

が複雑であり、又は一方の当事者の人数が多い渉外民商事事件、当該管轄地区で重大な影響を与

えるその他の渉外民商事事件を管轄することを明確にした。「規定」では、区域を分けて訴額を

階層的に区分した管轄基準のモデルを採用し、北京、天津、上海、江蘇、浙江、福建、山東、広東、

重慶の管轄区の中級法院は、訴額が人民元 4,000 万元以上（同額を含む）の渉外民商事事件を管

轄する。次の階層は RMB2,000 万元以上（同額を含む）である。「規定」ではまた、高級法院は訴

額が人民元 50 億元以上（同額を含む）または該当管轄区で重大な影響を与えるその他の第一審の

渉外民商事事件を管轄することを明確にした。

最高人民法院　より

最高人民法院が独占禁止民事訴訟の司法解釈について意見募集

11月 21 日、最高人民法院は「独占民事紛争事件の審理における法律適用の若干の問題に関する

規定（公開意見募集稿）」（以下、「意見募集稿」という）を起草し、社会に向けて意見を求めた。

意見のフィードバックは既に締切りとなっている

「意見募集稿」では、手続きに関する規定、関連する市場の定義、独占協議、市場の支配的地

位の濫用、民事責任などの面から、独占禁止民事訴訟について、手続きから実体まで比較的全面

的に細分化した規定を行った。「意見募集稿」には、改正独占禁止法の規定とデジタル経済など

の新業態の発展状況に基づき、独占禁止の実体審査の判断基準とインターネットプラットフォー

ムの行為規制に関する内容を重点的に追加した。「意見募集稿」では、インターネットプラット

フォームに関連する商品の市場を分析し定義する際は、訴えられた独占行為の特徴、競争を排除、

制限する効果を生む、又は生む可能性がある具体的な状況、インターネットプラットフォームの

タイプなどの要素を踏まえて、特定のインターネットプラットフォーム全体に基づいて関連商品

の市場を定義することも、当該インターネットプラットフォームと訴えられた独占行為が最も関

係する側の商品に基づいて関連商品の市場を定義することも選択できる。

最高人民法院　より

法律の動向
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最高人民法院が民法典契約編通則の解釈について意見募集

11月 17日、最高人民法院は「『中華人民共和国民法典』契約編通則部分の適用について解釈（意

見募集稿）」（以下、「意見募集稿」という）を公布し、社会に向けて意見を求めた。意見のフ

ィードバックは既に締切りとなっている。

「意見募集稿」は一般規定、契約の締結、契約の効力、契約の履行、契約の保全、契約の変更と譲渡、

契約上の権利義務の消滅、違約責任、附則などの 9 つの部分の内容を含み、合計 73 条である。そ

のうち、契約締結上の過失の賠償範囲について、「意見募集稿」では、当事者の一方が契約の締

結を口実に、悪意を持って折衝を行い、又は信義誠実の原則に違反するその他の重大な行為を実

施し、相手方がその他の契約締結の機会を喪失したことにより被った損害の賠償を請求した場合、

人民法院は法に基づいてこれを支持するが、但し、その機会を得るために支出すべき合理的な費

用を控除しなければならないことを明確にした。

最高人民法院　より

法律の動向
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国家知識産権局が「特許審査指南改正草案」について再び意見募集

11月 1日、国家知識産権局は「特許審査指南改正草案（再意見募集稿）」（以下、「意見募集稿」

という）」を公布し、社会の各界に向けて意見を求めた。意見のフィードバックは既に締切りとな

っている。

「意見募集稿」は修正対照表の形で提示され、修正は方式審査の部分、実体審査の部分、国内段

階に移行された国際出願の審査、再審査と無効審判請求の審査、特許出願及び事務処理などの面に

関連し、公布の準備に関する請求の処理、連絡先、代表者の修正、先行出願書類を援用する方式に

よる出願書類の修正の補足提出、優先権に係る要求の追加又は改正のための修正など約 50カ所の具

体的な変更に及んでいる。そのうち、「意見募集稿」は第 6.7.5 節の信義誠実の原則に関する規定

を新たに追加し、法手続きの処理段階で信義誠実の原則に違反した場合について制約を行った。

国家知識産権局　より

知的財産権
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ネットワークセキュリテ
ィとデータ保護

3 部門がインターネット情報サービスの深層合成管理を強化

12 月 12 日、国家インターネット情報弁公室など 3 部門が共同で「インターネット情報サ

ービス深層合成管理規定」（以下、「規定」という）を公布し、2023 年 1 月 10 日から施

行される。

「規定」では、深層合成サービスを利用して、法律、行政法規で禁止された活動に従事

してはならないことを強調しており、深層合成サービス提供者に情報セキュリティ主体の

責任などを遂行するよう要求している。「規定」では、深層合成サービス提供者は健全な

管理制度を打ち立てて技術の保障措置を講じ、公開管理の規則、プラットフォームの規約

を制定し、使用者に対して真の身分情報の認証を行い、深層合成の内容の管理を強化し、

デマを排除する健全なメカニズムと不服の申立て、クレーム、通報のメカニズムを構築す

るよう明示している。「規定」では、深層合成サービス提供者が当該サービスを用いて生

成または編集した情報内容について、使用に影響しない識別を加えなければならないこと

を明確にしている。スマート対話、合成音声、顔の生成、没入型シミュレーションなどの

情報コンテンツを生成または顕著に変更する機能のサービスを提供する場合は、公衆の混

同や誤認を避けるために、顕著な識別を行うべきである。

国家インターネット情報弁公室　より

全国情報セキュリティ標準化技術委員会が「工業インターネット企業ネ

ットワークセキュリティ」について意見募集

12 月 2 日、全国情報セキュリティ標準化技術委員会は「工業インターネット企業ネット

ワークセキュリティ　第 4 部分：データ保護要求（意見募集稿）」（以下、「意見募集稿」

という）について公開で意見を募集し、意見のフィードバックは 2023 年 1 月 30 日が締切

りとなっている。

「意見募集稿」の目的は、工業インターネットにおける各種企業のデータのセキュリテ

ィ保護を規範化することであり、異なるレベルの工業インターネットデータのセキュリテ

ィ保護プロセス、保護についての要求、セキュリティ管理についての要求を規定している。

「意見募集稿」によると、工業インターネットデータ収集に関係するデータには研究開発

試験データなどの研究開発・設計データが含まれ、収集過程は実際に非特定化などの技術

的手段を採用しなければならない。制御情報、稼働状況の状態、システムログなどの生産

制御データは、収集過程でデータのリアルタイム性、可用性の需要を満たし、生産制御シ

ステムに与える影響を最小限にすべきである。

全国情報セキュリティ標準化技術委員会　より
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ネットワークセキュリテ
ィとデータ保護

両部門が個人情報保護認証の実施を開始

11 月 21 日、国家市場監督管理総局、国家インターネット情報弁公室は共同で「個人情報

保護認証実施規則」（以下、「規則」という）を公布するとともに公告を出し、関連業務

を手配した。

公告によると、両部門は個人情報保護認証を実施することを決定し、個人情報処理者が

認証方式を通じて個人情報の保護能力を向上させることを奨励している。個人情報保護認

証の業務に従事する認証機関は、許可を得て関連する認証活動を展開し、かつ「規則」に

従って認証を実施しなければならない。「規則」では、個人情報処理者が展開する個人情

報の収集、保存、使用、加工、伝送、提供、公開、削除及び越境等の処理活動に対して行

う認証の基本原則と要求を規定している。「規則」によると、個人情報保護認証の認証モ

デルは、技術検証 + 現場審査 + 認証証明書取得後の監督である。認証証明書の有効期間は 3

年である。

国家市場監督管理総局　より

国家インターネット情報弁公室が「インターネットレスポンスコメント

サービス管理規定」を改定

11 月 17 日、国家インターネット情報弁公室は新改正「インターネットレスポンスコメン

トサービス管理規定」（以下、「規定」という）を公布し、12 月 15 日から施行された。

「規定」では、レスポンスコメントサービス提供者のレスポンスコメント管理責任、レ

スポンスコメントサービス利用者と公衆アカウント生産運営者が遵守すべき関連要求など

を重点的に明確にした。「規定」によると、レスポンスコメントサービス提供者は、ユー

ザーサービス契約に従ってレスポンスコメントサービス利用者と公衆アカウント生産運営

者を規範的に管理しなければならない。「規定」には、公衆アカウント生産運営者はアカ

ウントのレスポンスコメントの情報内容に対する審査管理を強化し、レスポンスコメント

のプロセスにおける違法及び不良な情報内容を速やかに発見し、通報、処置等の必要な措

置を取らなければならないと明示されている。「規定」ではまた、公衆アカウント生産運

営者はユーザーサービス契約に基づきレスポンスコメントサービス提供者にレスポンスコ

メントエリアの管理権限を申請できることを強調している。レスポンスコメントサービス

提供者は、公衆アカウント生産運営者のレスポンスコメントの管理状況について信用評価

を行った後、管理権限を合理的に設定し、関連する技術サポートを提供しなければならない。

国家インターネット情報弁公室　より
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人力資源と社会保障部などの部門が公文書にて労務人事紛争の協議・調

停を強化

11 月 16 日、人力資源と社会保障部など 9 部門は「労務人事紛争の協議・調停作業の更な

る強化に関する意見」（以下、「意見」という）を発表した。

「意見」では、雇用者は健全な意思疎通・対話のメカニズムを構築し、労働者の要求表

明と利益調和のルートを円滑化し、内部における訴えの申し出、相談への応答制度を確立

・改善し、労働者の相談の要求に速やかに応え、労働組合、企業の代表者は労働者と雇用

者が紛争について協議を行う手助けをするよう要求している。「意見」では、労働組合は

労働者と雇用者が和解協議を締結するよう自主的に誘導し、和解協議の履行を推進し、調

停の請求への誘導等を自主的にしっかりと行わなければならないことに言及しており、仲

裁、訴訟活動における和解協議の効力を明確にしている。「意見」では、労務人事紛争調

停と人民調停、行政調停、司法調停の連動システムを確立・健全化し、企業に労務紛争調

停委員会を普遍的に確立し、条件を有する市、県級の労務人事紛争仲裁院内に調停センタ

ーと労働組合法律サービスワークステーションを設置するよう求めており、調停と仲裁、

訴訟の繋がりを強化し、調停協議の実行力を強化している。

人力資源と社会保障部　より
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税関総署が税関高級認証企業の税金関連要素の申告規範認定基準を公表

11 月 22 日、税関総署は「『税関高級認証企業基準』税金関連要素申告規範認定基準」（以

下、「基準」という）を公表した。

「基準」では、税関は以下の状況に基づいて、新たに高級認証を申請した企業の税金関

連要素申告規範基準が基準に達しているかどうかを認定することを明確化している。1、税

関が「税金関連要素申告規範認定基準」項目における「非規範化の問題があると認定する」

状況が企業に存在していることを発見していない場合、企業の税金関連要素申告規範基準

は基準に達している。2、税関が「認定基準」項目における税金の過少納付を認定基準とし

た「非規範化の問題があると認定する」状況が企業に存在していることを発見している場

合、関連項目の指標は基準に達していない。但し、企業が税金の過少納付を招いておらず、

又は過少納付額が累計 10 万元を超えていない場合、関連項目の指標は基準に達している。

3、税関が「認定基準」項目における税金の過少納付を認定基準としない「非規範化の問題

があると認定する」状況が企業に存在していることを発見している場合、関連項目の指標

は基準に達していない。

税関総署　より


